
評価及び課題

ＣＡＴＶについては初年度より高い加入率を達成し、地域の高い需要も相まって、
加入促進が機能したと評価できる。
一方でＢＢについては目標の達成に足踏みしている状態であり、考えられる要
因としてサービス開始前から既に他民間業者によるサービスの提供や、パソコ
ンに疎い高齢者の割合が高い地域であることに起因してると分析している。
とはいえ、BBについても着実に加入数・加入率を伸ばしており、今後はさらなる
ＣＡＴＶの加入率維持の為のコンテンツの充実化と市場調査・案内などの実施に
よりよりＢＢの加入促進の取組みを検討していく。
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サービス開始日 平成22年4月28日

サービス形態 公設民営（IRU）

契約先 福井ケーブルテレビ㈱

加入率（％） 23 36.8 15.9 15.4 17.7

整備計画時の目標 実績

初年度 最終 H22年度末 H23年度末 H24年度末

162 183 251 283

整備地域の世帯数 1087 1087 1062 1055 1033

BB

サービス開始日 平成22年4月28日

サービス形態 公設民営（IRU）

契約先 福井ケーブルテレビ㈱

整備計画時の目標 実績

初年度 最終 H22年度末 H23年度末 H24年度末 H25年度末 H26年度末

1023 981

加入世帯数 250 400 169

188,669千円

交付金額 47,167千円

整備対象地域 池田町の全域

事業の概要　

事業年度 H２１年度 事業完了日 平成２２年６月

総事業費 424,077千円
補助対象事業費

事業の内容

池田町では、過疎地域、辺地地域、振興山村、特別豪雪地帯の条件不利地域
であり快適にブロードバンドが利用できるエリアは一部地域となっている。近隣
では、ケーブルテレビ事業者による放送・通信サービスが始まっており、当該地
区との情報格差が拡大している。また、当該地区は地上波テレビ放送の難視聴
地域であり、ほとんどの世帯が難視聴共聴施設によりテレビを視聴している。ま
た、平成23年地上デジタル放送移行に伴い難視共聴施設の大規模な改修工事
が必要であり、住民からもケーブルテレビの必要性が以前よりも増して寄せられ
ているところである。そこで、当該地区の情報通信格差を是正するため、池田町
出資による第３セクター、福井ケーブルテレビに補助金を交付し、同局が設備の
構築、維持、管理、運営を行い、当該地区での地上デジタル放送、BS・ＣＳデジ
タル放送の再送信に加え、ケーブルインターネットのサービスを行なうものであ
る。併せてケーブルテレビを活用して行政情報や防災情報など住民サービス向
上を目指した自主放送も提供する。利用料金については特に難視エリアの解消
のため、地デジ視聴のみの料金設定など多様な料金体系を提供し、住民の要望
に添ったサービスの展開を図るものである。

事業主体

事業名 地域情報通信基盤整備推進交付金事業

池田町


